
32.都市内幹線道路整備が治道土地利用に及すインパクトについて
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1.はじめに

都市内にふける幹線道路の整備は都市全体の土地利用を変化させるだけでなく,沿道における土地利用を急激

に変化させ,沿道環境対策の面からもその変化ノてターンを明確に捉える必要がある。そこで本研究では,都市内

の幹線道路整備の沿道土地利用に及ぼすインパクトをいくつかの側面から分析し,今後の幹線道路や沿道の整備

にとって有用を情報を提供することを目的とする。具体的には,主として車線の拡幅による整備が行なわれた幹

線道路をと少あげ,整備の前後における沿道土地利用の変化を図-1に示す4つの側面から比較・検討すること

により,道路整備が沿道土地利用に及ぼすインノくクトを検討するものである。すなわちせず,沿道土地利用変化

には様々の要因が影響を与えているものと考えられるが,因子分析の適用によ少これらの要因を検討し∴道路整

備が沿道土地利用に与えるインノくクトの相対的な大きさを検討する(これを要因分析とよぷ)。次に,道路整備

が行なわれた沿道と行なわれていない沿道の土

地利用変化の問に顧著を差があるかどうかを検

討することによ少,道路整備による沿道土地利

用に対するインノてクトの存在を示す(これを判

定分析とよぷ)。さらに,道路整備が沿道土地

利用の変化に対してどのようなインパクトを及;

ほすかを,.用途変化件数を集計することによ少

具体的に検討する(これを内容分析とよぷ)。

最後に,道路整備の行なわれた沿道の土地利用

は整備の一定期間の後にはどのような土地利用

の変化を示し,どのようを土地利用に移行する

ものかを検討する(これを事後分析とよぷ)。

附けトの享馴布)

因与債林の丸印

両じ可穣

凰}瑠点じJl

Y二ゝ鴫欄

仙翻心蛇恥■地

瑠且工土頓Il凧〒ニ9

攻`頂　デー9

1-0喪頂〒二つ

忙Aクラスケ

外柘埴輪 Ⅲ私如

小川外仇¶魚鱗)

(仰ウト・内観昭

書け一男掃重

相蘭介析恥用餉

」　_-_

図-1　分析の概要
2対象路綬と便用データ

本研究で離拝口49年度に大阪前項凱た沿道地利用現地調最よるデータを用鴫この調酌,畢道
路沿道対策のために市内の都市計画道路から9路線42随を描出し,昭和35年・44年・49年の沿道建物の用途別件

数を調べたものであり,これによ少幹線道路に直接面している沿道建物用途の変動傾向の検討が行なわれている。

本研究では沿道土地利用に対する道路整備のインノくクトを分析するという目的から,次の諸点にもとづいて分析

のためのデータを作成した。まず,幹線道路沿道を600桝～800mに分割し,各沿道の片側を分析単位とした。
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(この単位をゾーンとよぷ)また,分析の対象ゾーンとして

は,昭和35年から44年の間に整備のあったゾーンとなかった

ゾー/を採用し,各々について地理的条件(放射と環状・都

心部と周辺部)および用途指定等に関して偏らないように配

慮した。分析の対象とした路線およびゾーンを図-2に示す。

次に,大阪市の調査データでは27通力に土地と建物の用途分

類が行なわれているが,ここでは分析結果をわかわやすくす

るために表-1のように6つの用途に集約した。さらに,デ

ータの制約から主として昭和35年と弱年の調査データを用い,

その間の用途変化を検討した。ただし事後分析には,昭和舶

年から49年の問の用途変化データも同時に使用した。

以上の事を考慮して選定したゾーンの総数は64であカ,各

ゾーンごとに図-3の行列Aに示す用途変化バターンが得ら

れる。ここで戎厄,ゾーンpにおいて調査した2時点の問に

用途石から用途ゴへの変化した建物件数を意味する。行列A

から用途変化の大まかな傾向は把握できるが,以下の分析の

ために図-3に示すようにデータ変換を施し,行列Bと行列

Cを作成する。「圭ず,行列Bは用途変化を行に配列し,ゾー

ンを列に配列した行列であり,どの用途からはどの用途に変

化しやすいかをみるために用途変化の件数を基準化したもの

である。要約易はゾーンpにおいて用途iであったものの

うち用途メに変化したものの割合を意味する。なお用途は6

種類あるので36通りの用途変化が考えられるが,後の分析の

際の計算容量等の問題を考慮して,この中から講の値があ

る程度大きい28通力の用途変化を用いることとした。よって

行列Bは64行28列の行列となる。この行列はインノ〈クトの要

因分析の際の因子分析および判定分析の際のクラスター分析

のデータとして用いられる。次に,行列Cは15の値を境にし

てて講の値を1-0ノくターン化したものであり,イン.くク

トの判定分析の際の数量化理論Ⅱ類のデータとして用いられ

る。

3.道路整備によるイン′ヾクトの分析
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図-2　分析対象とした路線およびゾーン

番 号 . 竣 物 用 途 例　 < 大 阪 市 原 票 に よ る >

1 住 居 系 用 途
一 戸 建 住 宅 , 丁 ′く一 ト. 文 化 住 宅 ( 1 ～ 2 陛 1

マ∵′シ㍉. ソ . 丁 ノし- ト ( 高 層 )

2
業 務 ・サ ー ビ 官 公 庁 . 銀 行 , 事 務 所 . 宿 泊 . 娯 楽 施 設

ス　 素 月 「途 医 療 厚 生 施 設 . 教 育 研 究 施 設 を .ど

3 商 業 系 用 途
商 店 ( ′ト売 店 1 . ス ー ノミ一 . 飲 食 店

問 屋 . 御 卸 市 場

4
工 場 ・製 造 業

系　 用　 途
工 場 ( 各 種 製 造 ) . 倉 庫 . 野 積 所

5
自 動 車 ・遠 輪 自 動 車 整 備 関 係 . 自動 車 版 売 , ガソ リンスタ/ ド

系　 用　 途 タ ク シ ー . バ ス 車 庫 営 業 所 , 駐 車 場 な ど

6
空 地 ・公 園 ・ 公 園 ・緑 地 施 設 , 農 地 . 空 地 , 工 事 即 軋

農 地 系 用 途 供 給 処 理 施 設 な ど

表-1　建物用途の一覧

.

図-3　使用データの変換

3-1　インノてクトの要因分析

幹線道路沿道の土地利用は,一般にはぬ道・後背地さらには都市全体の諸活動,用途指定等種々の要因がから

みあって変化するものであり,道路整備の有無もその中の1つの要因として考えるととができる。そこでここで

は沿道土地利用を変化させる様々の要因を抽出することによって,沿道土地利用の変化に対して道路整備がもつ

相対的なインパクトの大きさを検討する。具体的には,行列Bのデータについて用途変化を変数,ゾ㌧-ソを個体

として因子分析による分析を行なう。因子分析ではいくつかの互いに直交した因子軸が抽出でき,各軸について

各変数の因子負荷量と各個体の因子得点を求めることができる。また,各因子軸はそれぞれ異なった代表的な用
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途変化のノくクー/に対応しており,それらのノくターンはそれ

ぞれ異なった固有の要因によってもたらされるものと考えら

れる。そこで以下,各軸ことに求められた因子負荷量と因子

得点を用いて各因子の特性を調べることにより,沿道土地利

用変化の要因を検討する。

因子分析による計算の結果,固有値1以上の軸が7つ得ら

れた。また説明率もⅣ軸までの4つの軸では大差なく,この

事はほぼ同等を影響力をもついくつもの要因がからみあって,

沿道土地利用の変化がもたらされるという事を示している。

また各軸ことに各用途変化の因子負荷量が求められるが,こ

の値は各用途変化が各因子とどの程度の関連をもっているか

を示してか少,因子負荷量の大きな用途変化を検討すること

により各軸で代表的を用途変化ノくターンを求めることができ

る。図-4はⅣ軸までの各軸はどのような用途変化パターン

に対応しているかを示したものであ少,それぞれが特徴的な

バターンとなっている。しかし,この図一4のみによって各

用途変化ノくターンに固有を要因を導びく事は困難であり,そ

こで次に,各軸どとに求められる各ゾーンの因子得点を用い

た検討を行なう。因子得点は各ゾーンにおいて各因子がどの

程度の影響をもっているかを意味し,この得点を用いること

によって上述の用途変化バリトーンのうちどのノてターンが各ゾ

ーンにおいて生じやすいかをみることができる。図-5は因

子得点のこの特性を利用して,各ゾーンを生じやすい用途変

化パターンの違いの面から分類したものである。たとえば,

図-4の用途変化ノ1ターン1は図-5の分類ゾーンIで生じ

やすいと言える。

図-5によると,バターンIは都心部で生じやすく,その

他のバターンは周辺部で生じやすい。また,図-2を参照す

ると,用途指定の面からは,ノ1クーンIは商業系指定,ノくク

ー/Ⅲは住居系および住工混合系指定,ノくターンⅢとⅣは住

居系および工業系指定のゾーンで比較的生じやすいと言える。

さらに道路整備の有無の面からみると,道路整備の行なわれ
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図-4　因子負荷量による
用途変化パターンの分類
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図-5　因子得点によるゾーン分類

たゾーンではノくターンIとⅣが比較的生じやすく,ノくメーンⅢは生じにくいと考えられる。以上の分析によ少,

沿道土地利用の用途変化ほ各ゾーンの地理的条件・用途指定・道路整備の有無等の要因によって影響をうけるも

のと考えられる。

3-2　インノくクトの判定分析

ここでは道路整備の行なわれたゾーンと行なわれなかったゾーンの用途変化の問に顕著を差があるかどうかを

検討する。まず,判定分析の考え方について説明する。

まず,道路整備の行なわれたゾーンと行なわれなかったゾーンを一括した行列Bをデータとして,主成分分析

を併用したクラスター分析(PCA)によって全ゾーンを分類する。先に因子得点を用いてゾーン分類を行ない
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図-5を得たが,それは4つの因子のみを考慮して分類しており,データの持つすべての情報を使用した分類で

はない。そこでクラスター分析を用いて再度分類しなおしたが,このクラスター分析では各ゾーンの用途変化ノ1
＼

ターンの類似度にもとづいて純統計的にゾーンの分類が行なわれる。ゆえに,用途変化のノ十クーーンが類似したゾ

ーンは相互に距離が近いとみらされ,同一のクラスターとして分類される。一方,道路整備の有無によって用途

変化に原著を差が生じるという仮定を設け,その場合に形成しやすいゾーンの分類ノくターンと用途変化のノ1ター

ンを想定する。言いかえれば,どのようなゾーン分類と土地利用の変化ノてターンが生じた場合に道路整備の土地

利用に与えるインノくクトが顕著であると考えることができるかを検討する。そのためにここでは判別のための1

つの手法である数量化理論]類を用いる。数量化理論Ⅱ類の適用にあたっては,整備の有無を外的基準とし,各

用途変化を説明変数とする。分析により各ゾーンに対する整備の有無の判別度が合成変数として求められるが,

この値を用いて道路整備が用途変化に大きを影響を与えると考えた場合に生じやすいゾーン分類ができる。さて,

ここで上述の数量化理論Ⅱ類によるゾーン分類の結果と,先述のクラスター分析によるゾーン分類の結果を比較

する。これらのゾーン分類が類似していればいる程,道路整備が用途変化に与えるインノくクトは顕著であるとい

う仮説が検証されたと解釈できる。なお,ゾーン分類の結果の類似度を定量的に扱うために,クラスター分析と

数量化理論Ⅱ類を用いて別箇に分類されたゾーンを両者の分類数が同じになるように分割・統合し,その上で,

一方では,地図上における両者のゾーン分類の類似度を贋序づけられた属性問の相関を表わすケンドールの順位

相関係数およびγ係数を用いて求め,他方では,図-6に示すように道路整備が行なわれたゾーンを同程度に含

むゾーンの集合(これをゾーン詳とよぷ)を

第1・第2・第3ゾーン群として対応させて

両者における用途変化ノてターンの相関係数を

求める。

以上の考え方にもとづいて上述の各分析を　吾

行なったが,まず,数量化理論Ⅱ類における

相関比は0.72と高く,用途変化からみた道路
、
/
が
旬
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-

2
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.

胤

(ウラ入り一骨析lこよ　3外観)

整備の有無の判別は十分可能であった。また,こ

表-2はたとえばクラスター分析によって第　　　　　図一6

1ゾーン許に分類された27個のゾーソのうち21個のゾーンは数量

化理論Ⅱ類により第1ゾーン群に分類された事を示すが,この表

-2を用いるとク∵/ドールの順位相関係数は0.57,γ係数は0.78

であわ,地図上での両者の分類の類似度は比較的高いと言える。

さらに,図-6に示す相関係数は第1・第2・第3の各ゾーン群

についてそれぞれ0.97,0.97,的8と非常に高く,用途変化バタ

ーンの面からは両者のゾーン分類はかなり類似しているとhえよ
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Ⅱ類

第 1ゾ

ーン群

第2 ゾ

ーン群

第 3 ゾ

ーン群
計

第 1 ゾーン群 2 1 6 0 2 7

第 2 ゾーソ辞 5 9 4 1 8

第 3 ゾーソ詳 ・ 2 9 8 1 9

計 2 8 2 4 1 2 6 4

表-2　地図での分類パターンの類似性

う。言いかえれば,数量化理論刀類を通用するにあたり前提とした,道路整備が沿道土地利用に与えるインノくク

トは顕著であるとの仮定は誤りではなかったと考えられる。

3-3　インパクトの内容分析

ここでは基本的には各ゾーンについての行列Aを集計することによ少,道路整備によるインノくクトがどのよう

な沿道土地利用の変化をもたらすかを具体的に検討する。せず,道路整備が行なわれなかった場合と比較して整

備の行なわれた場合に比較的生じやすい用途変化を検討する。そのために,道路整備が行なわれたゾーンと行な

われなかったゾーンについて用途変化の件数を別々に集計して両者の用途変化の総件数が同じとなるように基準

化し,さらに一定の件数を基準としてパターン化したが,その結果として得られたものが表-3と表一4である。
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ここで表-3に示される用途変化のうち道路整備の行な

われた場合についてのみ顕著を用途変化は,道路整備の

インノくクトによるものと考えられるので,道路整備によ

るインノJクトの内容は表-5としてまとめることができ

る。すなわち,〔空地・公園・農地〕→〔業務サービス〕

〔工場・製造業〕〔自動車・運輸〕および〔商業〕→

〔業務サービス〕の用途変化が道路整備によって全体的

に生じやすくをる。しかし,上述の用途変化は地理的条

件や用途指定等の各路線の性格によっても影響をうける

と考えられる。そこで次に,用途指定別および路線別に

これらの用途変化がどのように異なるかを検討する。

まず,用途指定別に上記の用途変化がどのように異な

るかをみるために,用途指定別・道路整備の有無別に行

列Aを集計し,集計した各行列に対して用途変化の総件

数が同じとなるように基準化し,さらに一定の件数を基

握
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表-3道路整備(有)ゾーン　表一4道路整備(無)ゾーン
に顕著な用途変化

仕
1.
性

l
t ▼

J

1
鏑

l.
l:u

▲

嶋■

1
巾■

6.
電瀾
J虚・

lh
屑 携1 義

■

●■

・■
ユ■

I.tlミ　　壇

1 雷_ ビ竺

1 ■　　 t ○

・・占 造 言

甘 ㌢

・昌†i 言 ○ 0 ○

表-5　道路製備(有)ゾーン
のみに顕著な用途
変化

準としてそれらの行列をノくターン化した。その結果として道

路整備のインパクトとして顕著を用途変化と沿道の用途指定

の関係を示す表-6が得られる。表-6によ少,用途指定の

違い可こよって道路整備のインノ1クトの内容は大きく異なる事

が認められる。

次に,道路整備のイ/rてクトの路線別の違いをみるために,

上述と同様を集計・基準化およびノくメーン化を路線別に行覆

った。その結果として表-7が得られたが,道路整備のイン

ノくクトは用途指定だけでなく,路線の地理的条件(放射と環

に顕著な用途変化
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表-6用途指定と這堵整備
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著な嚇ヒの関係

志 群 雲
3 0 4　0 2 0 1 0 4 0 3 0 5　0 1 0 5 0 5 0 8 0　70 8 1 2 0

電絶 ・公園ト■地
一 乗携サー・ビス

○ C) ○ 〇

空地 ・公【■・■絶
・→工も ・p適薬

0 〇

空地 ・公武 ・■絶

一一ピ日掛暮・遵■
C〉 〇 ○ () 〇

曲集

→ 事務サービス
◎

区

間

の

犠

牲

地層的位貯 都　 心 周　 辺 嘲　 辺 都　 心 璋I J辺 鴫　 辺 圏　 辺
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表-7　道緒整備が行なわれた路線区間と整備の

インパクトにより顕著な用途変化の関係

状・都心部と周辺部)の達hによっても影響をうけると言える。なお,表-7には,地理的条件や用途指定を考

慮して代表的な路線のみをとりあげた。

3-4　インパクトの事後分析

以上の分析によって道路整備の行なわれたゾーンにおける整備のインノくクトの存在と内容が明らかになったが,

次に昭和35年から44年の間に道路整備が行なわれたゾーンについて昭和44年から49年の問に用途がどのように変

化したかをみることにより,インノくクトの事後効果を検討する。なお,3-3の内容分析によって明らかになっ

たように,インノてクトはゾーンの地理的条件や用途指定によカ具を少,ことではこの点を考慮して分析した。

まず,使用したデータは表-8に示すように,昭年35年から44年(I期とよぷ)昭和44年から49年(Ⅲ期とよ

ぷ)別およびゾーン全体・都心部全体・周辺部全体・各用途指定の別

に,道路整備が行なわれたゾーンについての行列Aを集計した12個の

行列である。これらの行列に対して,表-9に示す,いくつかの組合

わせについて相関係数を求めた。相関係数の値は各用途変化ノくターン

の類似度を意味するので,MlとMⅡ,AIと軸‥・等の相関が高いことは

I期とⅡ期の間で用途変化ノてターンに大きな変化はないと言える。ま

た,ある用途から他の用途へ変化する激しさを表わす指標として表-

10に示すクラマーのコンティンジェンシィ係数を用いた。これは調査期

対　 象　 区　 域
対　 象 年 度

昭35→ 44 昭 44→ 49

対　　 象　 区　 域　　 全　 体 M l M J

都心 区域 ( 商 業 系用 途 指 定 区域 ) A l A I

周　　　　 辺　　　　 区　　　　 域 B l 8 刀

住　 居　 系　 用　 途　 指　 定　 区　 域 P I P 皿

工　 業　 系　 用　 途　 指　 定　 区 .竣 Q I Q 打

住 工 混 合 系 用 途 指 定 区 域 R l h u

表-8　用途変化の集計データ
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間前後の用途間の関連度を示す属性相関係数であ少,この値が1の時には

用途変化はまったくみられず,0の時は用途変化がもっとも激しいことを

意味している。表-10の値をみると,I期よりもⅢ期の方がある用途から

.他の用途へ変化する事は少なく,用途変化は安定になると言えよう。

次に,用途変化ノてターンの面からインパクトの事後効果をみるために,

表-8の各行列を行について基準化して新たな行列を作成し,図一7の用

途変化パターンを作成した。たとえば行列

MI=〔読〕
になる。

埼=〔念わ

を基準化した行列恥次のよう

八l　　　　　　　(1)
椚多物品侵兢毎日6

ブ=1

また昭和35年から49年の用途変化ノくターン

聖篇滞めるととができる0。2,
図-7(その1)～(その6)につhて用途

変化ノくターンの推移をみると,Ⅱ期における

用途変化は,道路整備が行なわれたI期に生

じた用途変化のうちの特定の変化のみが継続

した形で生じているものと考えられる。言い

かえれば,f期においては道路整備によるイ

ンパクトによって複雑な用途変化が生じるが,

Ⅲ期では整備後の各ゾーン特性に応じた主な

用途変化のみが生じるように安定した状態に

なると言える。また,整備以前昭和35年の各

用途は,整備の一定期間の後には図-7(そ

の7)～(その9)に示すように,業務サー

ビス.・商業・自動車運輸等の特定の用途に変

化する傾向がある。

4,おわリに

本研究においては,道路整備が沿道士地利

対　　 象 相 関係数 対　　 象 相 関係 数

M l- M Ⅲ 0.8 2 P I- P E 0 .8 8

A l- A Ⅲ 0.8 1 Q l- Q Ⅱ 0.7 2

も 1- B 】 0.8 6 R I- R Ⅱ 0.9 0

表-9　用途変化パターン

間の相関係数

壌

全　　 体
都 心 部
商彩評捻 喝 辺　部

住 居 系
用　途　指

工 業 系
用 途 指

住工混合
系用途指

指定地域 定 地 域 定 地 域 定 地 域

昭和3 5-44 4 0.3 6 0.2 5 0.4　5 0.4　7 0.4　7 0.3 8

昭和 4 4→4 9 0.5 9 0,5 9 0.5 5 0,6 1 0_5　2 0、4 7

表一書0　各用途変化のクラマーコンティンジェンシィ係数の伍
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図-7　用途変化パターンの推移

用に及ほすインノてクトを定量的に把適するための1つの方法論を提案し,いくつかの面から分析したが,分析す

るのに十分をデータが得られをかったことや分析対象を特定の幹線道路に限定したことなどの理由により,得ら

れた結論は道路整備によるインノヾクトの一般論とはいい難い。今後の幹線路道沿道対策に有益な情報を得るため

には,データの整備となお今後の研究が必要と考えられる。

最後に,本研究の遂行にあたってデータの提供をいただいた大阪市にお礼申し上げます。
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